地域包括支援センター職員研修（科目・内容）
地域包括支援センターの職員を対象とした今後の研修体系については、現行の体系を踏まえて、「初任者研修」及び「現任者研修」の２本立てとして構成する（さらに上位に位置する指導者研修については今後の検討課題とする）。

　「初任者研修」及び「現任者研修」の具体的内容は以下のとおり。

１．初任者研修について

（１）研修のねらい

　　　初任者研修の目標は、地域包括支援センター業務における基礎知識を習得し、かつ、実践することができる能力を習得することとする。

（２）研修の対象者

　　　「原則、地域包括支援センターに勤務後６ヶ月以内の職員（今後勤務する予定の職員が受講することも可）」を対象とする。

（３）研修の科目・内容
　　　初任者研修において想定される科目は以下のとおり。

（４）初任者研修の科目・内容（例）

〔１日目〕

	〔１科目〕地域包括支援センターの理念と実情【約１．５時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・地域包括支援センターのあるべき姿を学ぶ
	（１）政策動向

（２）地域包括支援センターの理念と実情

　　　①地域包括ケアとは

　　　　・理念の説明

　　　　・地域把握の必要性と手法

　　　②保険者機能と責任

　　　　・地域包括支援センターの設置者が果たすべき役割

（例：年次別の到達点）

　　　③地域包括支援センター運営協議会の運営

　　　　・理念の具体化として、代表的な運営方法を説明

　　　④チームアプローチの意味

　　　　・三職種の縦割り意義の解消
	・講義形式

	・理念の具体化として、地域包括支援センターの代表的な類型を提示

・チームアプローチと各職種の専門性の両立の意識づけ

・地域包括ケアの全体像と仕組みについての図示（地域包括ケアシステム＝「地域づくり」という視点を重視）



	〔２科目〕総合相談支援業務Ⅰ（総論）【約１．５時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・相談の基本スキルについて、再確認する

・相談の仕組みづくりや制度間調整に重点を置いて学ぶ

・地域の相談体制の中での地域包括支援センターの位置づけを理解する


	①相談のスキル（アセスメント・インテーク）

・接遇・洞察・マナー等

②相談体制のパターン

　・相談体制の代表的例を説明（事例紹介を中心）

　　例１：相談体制の中心となる主体別のパターン

（行政主導、民生委員主導、社協主導等）

　　例２：在宅介護支援センターを活用しているパターン、

在宅介護支援センターがないパターン

③制度間調整への対応

　・制度間調整が必要な相談類型を説明（医療・介護・生活保護・権利擁護等の分野横断するケース）
	・講義形式


	・「初回相談」でニーズ把握するところまでを求められることについての図示

・典型的なケースの提示（例：民生委員や地域コミュニティにある見守りの組織を活用するケース等）

・相談者が相談しやすい地域包括支援センターの運営のための工夫の例示（例：場所、制度紹介についてもわかりやすい説明資料の準備等）



	〔３科目〕総合相談支援業務Ⅱ（権利擁護）【約１時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・困難ケースの対応に共通するスキルである権利擁護に関する基本的な制度を学ぶ


	①権利擁護の関係諸制度等

　・高齢者虐待防止法

　・成年後見制度の活用

　・地域福祉権利擁護事業

　・老人福祉施設等への措置

　・認知症

　・消費者保護

②権利擁護制度の活用（各論）

　・消費者保護

　・地域福祉権利擁護事業

　・認知症（接遇含む）

（②に重点をおく）
	・講義形式

	・制度の解説については初任者を対象とすることから、日常的な困難ケースにすぐ役立つ「地域福祉権利擁護事業」等を重点化し、成年後見制度等の制度については概論にとどめる。

・制度活用や問題解決にあたっては、一人で抱え込むのではなく、チームアプローチで対応し、支援していかなければならないことの重要性を伝える。




〔２日目〕

	〔１科目〕包括的・継続的ケアマネジメント業務Ⅰ（総論）【約１時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・理念的な内容だけでなく、具体的な体制づくりや典型的な困難ケースへの対応例を学ぶ

→抽象的な話ではなく、制度を越えて他分野の関係者が関わることが不可欠なケースのイメージをつかみ取る


	（１）導入編

　　　・介護支援専門員の抱える課題／介護支援専門員等の地域包括支援センターへの期待

（２）技法解説編

　　　①包括的・継続的ケア体制の構築（地域リハ／地域支援事業等含む）

　　　　・地域における社会資源ネットワーク活用・体制構築についてスタンダードな例を示す（地域ケア会議等の活用方法も解説）

　　　②介護支援専門員に対する日常的個別指導・相談

③介護支援専門員が保有する支援困難事例等への指導・助言

　　　　・対象者の属性や抱えている課題別に、対応方法や他機関との連携方法の見取り図を提示する。
	・講義形式

	・具体的に介護支援専門員がどんなことに悩み、困難事例を抱えているのかを提示

・介護支援専門員支援と社会資源のネットワークの活用を例示（相談の段階での気づきや支援策についても例示）

・支援困難ケースに対する指導・助言で成功したケースの例示



	〔２科目〕包括的・継続的ケアマネジメント業務Ⅱ（演習）【約２時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点


	・制度を越えて他分野の関係者が関わることが不可欠なケースを具体化する（制度間調整能力）
	①包括的・継続的ケアマネジメントの標準的パターンの事例に関する演習

　（テーマの例）

ａ．消費者被害

ｂ．家族関係悪化、等
	・個人演習

・グループ演習形式


	・事例を踏まえて、地域のキーパーソン、組織をどのように動かして問題を解決していくのかを例示



	〔３科目〕介護予防ケアマネジメントについて　介護予防サービス・支援計画の作成について【約１．５時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・介護予防ケアマネジメントの総論よりも、各プロセスの中で重要なポイントを中心に学ぶ

→介護予防ケアマネジメントについて、初任者が抱えがちな悩み等に答えられる内容とする

（アセスメント能力）

　「接遇・洞察」

（合意形成能力）

（カンファレンスコーディネート能力）
	①計画の作成方法のポイント

②アセスメントのポイント

　・アセスメントから導き出すニーズ

　・把握ニーズとデマンドの違い

③利用者本人の自己実現を支援するための介護予防サービス

　・サービス補完の考え方からの思考の切り替え

④サービス担当者会議の運営

　・ネットワークづくり（サービス事業所との連絡含む）

⑤個別サービス計画（サービス事業所）に対する指導／様式例

⑥個人情報保護における取扱いの留意事項

⑦評価の考え方と手法について

⑧インフォーマルサービス

（特に、②・③・⑦に重点）
	・講義形式

	・介護予防は「自己実現」を目指すものであり、目標と支援方針を明確に持つことが重要である。高齢者の自己実現を支援するためのポイントを提示



	〔４科目〕介護予防サービス・支援計画の作成演習【約１．５時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	同上


	①事例を使用した介護予防サービス・支援計画書の演習（標準書式を活用してプランの基本形を修得）

　・事例に基づく個人演習

　・グループ討議を通じた協議・意見交換

②講師による解説

（事例は前日の配布資料に入れ、２日目の講義前までに予習する）
	・個人演習
・グループ演習形式


	・計画作成の一連の流れと典型的なケースの評価についての演習（例：下肢筋力低下で活動が低下し社会参加に支障があるケースで通所系サービスを提供等）

・サービス担当者会議の開催、個別サービス計画書、サービス展開の把握と、評価を行う一連の流れがわかる事例とする。

・同一ケースをもとにしたプランと悪いプランを題材にした比較検討を演習に盛り込む


２．現任者研修

（１）研修のねらい

　　　本研修を地域包括支援センター職員のレベルアップ研修と位置づけ、人材育成のためのカリキュラムとする。

　　　特に地域包括支援センター職員のそれぞれの職種の専門性を活かしながらも、三職種が同じ視点でアプローチできるような研修とする。

（２）研修の対象者

　　　地域包括支援センター職員として経験のある者（勤務６ヶ月以上）で、原則として、初任者研修を修了した者とする。

（３）研修の科目・内容
　　　現任者研修において想定される科目は以下のとおり。

（４）現任者研修の科目・内容（例）

〔１日目〕

	〔１科目〕政策動向等の行政説明【約１時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・介護保険制度の今後の方向性・動向を学ぶ

・地域包括支援センターが今、担う役割と将来の展望を学ぶ


	①制度、政策の最新情報や国の考え方（地域包括支援センターの役割や期待等含む）

　・介護保険制度改正後の検証

　・介護保険制度の今後の方向性（地域ケアシステムの構築など）

　・地域包括支援センターの果たすべき役割と期待など
	・講義形式

	

	〔２科目〕ソーシャルワーク（上級編）【約２時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・個別援助に加え、地域のコーディネーターとして、スーパーバイザーの能力を向上させる

・個別援助に必要なスキルアップ

・地域住民活動支援のためのコーディネート能力の向上
	①権利擁護制度の応用知識

②合意形成能力、会議コーディネート能力
　・利用者の主訴の把握、合意形成能力の向上
　・関連する他法や関連制度を修得し、様々な相談への対応能力の向上
　・カンファレンスコーディネート能力の向上
※　コーディネーター（有識者）、コメンテーター（地域包括支援センター職員）をたて、映像で事例を紹介するなどして、グループワークを行う。（平成１８年度の現任者研修Ⅱと同様のイメージ）
	・講義形式

・グループ演習形式

	・虐待ケース等を通じて、地域の社会資源連携、見守り等の事例を提示
・事例を映像で提示



	〔３科目〕地域包括支援センターの現状と課題【約１時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・他市町村の職員と意見交換することで、自己の気づきを促す。
	①他の地域包括支援センターの実情や活動を知り、自己評価を行う。
②都道府県・市町村を超えた人間関係づくり
	・意見交換会（グループ別）
	


〔２日目〕

	〔１科目〕介護予防【約２時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・介護支援専門員や地域包括支援センターの新任職員等に対して介護予防プランの助言・指導方法を学ぶ。
	①介護予防ケアプランの評価や変更・指導ノウハウ
・評価の視点や変更時等の留意点を習得し、個々に沿った介護予防ケアプランのあり方を考える

②事例をもとにした助言・指導方法の検討（２事例・グループワーク）
	・個人演習

・グループ演習形式


	・動機づけされ、介護予防効果が上がったケース
・動機づけされず、サービス提供等が成功しなかったケース



	〔２科目〕事例研究Ⅰ【約２時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・個別事例のケアマネジメントではなく、事例を解決するためのネットワークの必要性・地域連携のあり方を学ぶ

	①地域における保健・医療・福祉関係機関との地域連携体制を整備していくためのノウハウ
　・事例に対する的確な取組方法を学ぶことで、類似事例への対応のきっかけとなる知識・技術の修得及び介護保険制度以外の制度についての知識を深める
　・体制整備の中で、ケアマネジメント支援体制を整えケアマネジメントを向上させるポイントを学ぶ

※　コーディネーター（有識者）、コメンテーター（地域包括支援センター職員）をたて、映像で事例を紹介するなどして、グループワークを行う。（平成１８年度の現任者研修Ⅱと同様のイメージ）
	・個人演習

・グループ演習形式


	・事例としては、「認知症」、「他法との関連」「医療との連携（特に療養型等）」また、生活保護や税法等、他分野を含めた合意形成事例を提示
・地域との連携については、コンビニ・銀行・郵便局等との連携、医師会・かかりつけ医との連携、地域の民生委員やＮＰＯ・ボランティア等との連携事例を提示

・事例を映像で提示



	〔３科目〕事例研究Ⅱ【約２時間】

	ねらい
	内容
	研修方法
	研修で使用する教材・事例の留意点

	・政策提言ができる能力を身につける

	①地域分析に実例によるネットワークの構築
※　コーディネーター（有識者）、コメンテーター（地域包括支援センター職員）をたて、映像で事例を紹介するなどして、グループワークを行う。（平成１８年度の現任者研修Ⅱと同様のイメージ）
	・個人演習
・グループ演習形式


	・地域分析については、地域内のニーズや社会資源を把握・分析し、地域へのアプローチに活用できている地域包括支援センターの活動事例を提示



